
第8回 (12月 22日 )今後の介護人材養成の在り方に関する検討会 1 資料3

介護職員に占める介護福祉上の割合について (案 )

【論点】

○ 質の高い介護サービスを提供していく観点から、介護職員に占める介護福祉士の害」合は高い方

が望ましい。

○ 一方、今後更なる高齢化が進んでい<中で、団塊の世代が了5歳以上になりきる平成37(2025)

年には、現在の倍程度の介護職員が必要になる。

○ 質の高い介護サービスの提供と、介護職員の確保という二つの目的を両立させてい<という観

点から、介護職員に占める介護福祉士の害」合について、どの程度の水準が目安と考えるべきか。

※ 例えば、「当面、介護職員に占める介護福祉士の害」含が5害」以上」を目安とすることが考え

られるか。



介護福祉士登録者の推移
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注 :人数は、各年度9月 末の登録者数。



介護職員に占める介護福祉士の害」含の推移 (実人員)
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平 成 12年 平 成 13年 平 成 14年 平 成 15年 平 成 16年 平 成 17年 平 成 18年 平 成 19年 平 成 20年度

合  計

【介護職員】 548,924 661,588 755,810 884.981 1,002,144 1.124.691 1,171,812 1,241,727 1,279,732

《介 護 職 員 》(介護 福祉 士 数 把握 可
能な施 設・サ ービスのみ )[a]

543,780 650.386 734,214 844,517 917,892 1,124,691 1.171.812 1.241.727 1.279.732

(う ち介 護福 祉 士 数 )[b] 131,554 156,436 176.257 194.567 219,331 263,048 300,567 355,659 405602

介 護 職 員 の うち 、介 護 福 祉 士 の 割 合

[b/a*100]
24_2% 24_1% 24.0% 23.0% 23.9% 23_4% 25_6% 286°/1 31.7%

は

※平成19年以降の在宅サービスには、「夜間対応型訪問介護」、「認知症対応型通所介護」、「小規模多機能型居宅介護」1「地域密着型特定施設入居者生活介護」、「地域密着型介護老人福祉施設」
に勤務する介護職員数を含む。                ′

3資料出所 :「 介護サービス施設・事業所調査」(厚生労働省大臣官房統計情報部)

※

:  :介護職員 (介護福祉士未取得者 )

…
介護職員 (介護福祉士取得者 )

一 介護職員のうちt介護福祉士の割合



介護職員に占める介護福祉士の割合の推移 (サービス類型別)

【施設サービス】
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※介護職員数は実人員。

※平成19年以降の居宅サービスには、「夜聞対応型訪間介護」、「認知症対応型通所介護」、「小規模多機能型居宅介護」、「地域密着型特定施設入居者生活介護」、「地域密着型介護老人福祉施設」
に勤務する介護職員数を含む。

4資料出所 :「 介護サニビス施設・事業所調査」(厚生労働省大臣官房統計情報部 )



介護の担い手と介護職員の見通し

0 2007年 から2025年にかけて、生産年齢 (15～64歳)人□は約J5%減少し、労働力人□も約 5～
13%程度減少すると見込まれる。二方、必要となる介護職員数は倍増すると推計される。

○ この結果、現行のサービス水準を維持・改善しようとする場合、労働力人□に占める介護職員数の割

合は、2007年から2025年にかけて、倍以上になる必要があると見込まれる。

生産年齢人口、労働力人口、必要介護職員数の見通し(試算)

(万 人) (万人)

10′000
労働力人口に占める介護職員の割合

2007年 2025年

介護職員数 117.2万人 212～255万人

労働力人 □ 6,669万人 5,820～ 6,320万人

害」含 1.8% 3:4～4.4%

(資料出所)国立社会保障 。人□PoO題研究所「日本の1専来推計人□(平成18(2006)年 12月推計)」 、

雇用政策研究会「労働力人□の見通し(平成19年 12月 )」 、社会保障国民会議「医療・

介護費用のシミュレーション」、総務省「労働力調査」、「人□推計」、厚生労lll省

「介護サービス施設・事業所調査」

注)2025年 の生産年齢人□は出生中位 (死亡中位)推計の値。労働力人□は2017年から2030年

の「労働市場への参加が進んだケース」と「進まないケース」が平均的に減少すると仮定して

試算したもの。2025年の介護rel員数は社会保障国民会議のAシナリオ～B2・ B3シナ リオ

の値。
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介護職員と介護福祉士の状況
(介護福祉士が1薔来にわたり機械的に増加するという前提の下での糧い計算)
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年度同数の介護職員が機械的に増力Bしていくものと仮定。   _
介護福祉士については、平成16年度から平成20年度までの毎年度増加数の平均値
くものと仮定。
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介護分野における人材確保の状況と労働市場の動向

～
有効求人倍率と失業率の動向～

介護分野の有効求人倍率は、経済情勢の変化や諸施策の効果等により、二時に比べて大幅に低下して

おり、全国規模で見れば、介護人材の確保はそれほど困難ではな<なっていると考えられる。

有効求人倍率 (介護分野)と失業率

【16年度～21年度/年度別 】

有効求人倍率(介護分野)と失業率
【平成20年4月 ～22年7月 /月 別】(%) (倍 )
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都道府県別有効求人倍率評成22年 7月 )

○ 介護関係職種の有効求人倍率は、地上或ごとに、大きな差異がある。
○ 基本的には、職業計の場合と同様、介護関係職種の有効求人倍率も、地方よりも都市
部の方が高<なつている。東北・北海道、九州 1沖縄では、介護関係職種の有効求人倍
率が 1を下回つている場合が多い。

都道府県月1有効求人倍率 (平成22年 7月 )(倍 )
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(資料出所)厚生労働省「職業安定業務統計」

(注)介護関連職種は、ホームヘルパー、介護支援専門員、介護福祉士等のこと。
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陛職率・入職率の状況
○ 介護職員の離職率は、産業計と同程度である。
○ 一方、入職率は、産業計と比べて、介護職員の方が大幅に高い。
○ 産業別に見ると、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「その他サービス業」、

「不動産業、物品賃貸業」は介護職員よりも離職率が高い。

介護職員と各産業別の離職率・入職率の状況 (平成21年 )
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資料出所 :産業計及び各産業の離職 (入職)率 :平成21年雇用動向調査 (厚生労働省)

介護職員の離職 (入職)率 :平 成21年度介護労働実態調査 ((財)介護労働安定センター)

(注1)離職 (入職)率 =1年間の離職 (入職)者数÷労働者数
(注2)介護職員の離職率については、介護労働実態調査における訪問介護員及び介護職員(訪問介護員以外)の2職種全体の離職率を記載した。また、介護職員の入職率については、同調査にお

ける訪問介護員及び介護職員 (訪間介護員以外)の 2職種全体の採用率を記載した。
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